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社会保障と法：社会保障と法政策

要保護世帯向けリバースモーゲージ制度と
生活保護法における資産の「活用」

中益 陽子＊

要保護世帯向け不動産担保型生活資金貸付制度
（いわゆるリバースモーゲージ制度）は，行政実務
上2007年から生活保護法4条1項にいう資産の活用
として位置づけられることとなったものである1)。
同制度については，さまざまな借金や信用力の活
用との関係で，生活保護法上の取扱いに関する整
合性も問われうる。すなわち，同法4条1項にいう
資産および能力の活用として，要保護者に対して
あらゆる借金方法や信用力の活用が求められては
いないところ2)，なぜ同制度が，自宅用の不動産と
の関係ではより優先すべき資産活用方法の1つと
解されるのかである。
この点には資産や能力活用の全体を俯瞰する検
討が必要といえようが，住宅，こと自宅用の不動
産に関しては，これが内包するいくつかの社会的
および経済的意義が影響するようには思われる。
第1に，自ら居住する住まいは，社会的な生活を営
むための最も重要な要素の1つであって，最低生
活保障の観点からこれを位置づける必要性が指摘
される。他方で第2に，住宅需要に対する所得弾
力性が1より大きな値を示すことから，住宅は贅
沢財または奢侈品とも解される。また第3に，断
続的な住宅価格の上昇を背景として，評価益ある

いはキャピタル・ゲインの獲得を目的とする住宅
取引が活発化する場合には，住宅は投資財ともな
る3)。つまり，自宅用の不動産は，最低限度の生活
の一要素たる性質とかような水準を超える生活の
構成要素としての資産たる性質とをあわせもつ場
合が多い。
要保護世帯向けリバースモーゲージ制度は，こ
うした自宅用の不動産の複合的な性質を，生活保
護法の趣旨および目的に照らして生活保護の制度
設計のなかにうまく落とし込みやすい方途の1つ
といえる。すなわち，住み慣れた自宅は，最低限
度の生活および自立の観点から特別な資産であっ
て，基本的には手放すことなくその居住の便益を
得ることが同法の趣旨および目的にかなう。ただ
し，かかる便益を享受しつつ，単なる居住にとど
まらない積極的活用を図れるときには，それが資
産活用方法として優先される。要保護世帯向けリ
バースモーゲージ制度は，基本的にはこれらの要
請のいずれにも応えることができるという意味
で，自宅用不動産の単なる保有よりは最低限度の
生活および自立にとってより効果的な活用方法の
1つといえるように思われる。
もっとも，最低限度の生活および自立にとって
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より効果的な活用さえしていればよいかは，同制
度が投げかける問である。同制度は対象不動産価
額の上限を設けておらず（「生活福祉資金貸付制
度要綱」第4の4の（2）ア参照），貸付限度額に達
した後にも生活保護を受けつつ（高額不動産で
あっても）当該不動産に居住し続けられるように
もみえる4)。しかし，生活保護を受けながらかか
る高額不動産に居住し続けるとすれば，これまで
の実務において，被保護者の住宅保有に関して
「住民意識」が基準となってきたこと5)と整合的で
あるかは判然としない（もっとも，こうした住民
意識を，生活保護法から導かれる資産保有の許容
の基準と解すべきかは別途問題となる）。ただし，
かりにこのような事態が制度上適当でないとして
も，本件制度の対象年齢が65歳以上となっており
（「生活福祉資金貸付制度要綱」第4の4の（2）ウ参
照），貸付限度額に達した後の生活保護の期間が
相対的に短期にとどまるとみられること，また特
に高額不動産に関しては貸付限度額に達するまで
の期間が相当に長くなることから，実際は上記が
問題となるケースはそう多くはないだろう。した
がって，同制度導入前よりも幅広い高齢者に居住
継続の便益を提供するという同制度のメリット6)

の前にあっては，上記のような不都合さはほとん
ど鑑みられていないものとみられる。

なお，同制度の課題として，契約終了時点で残
される配偶者以外の同居遺族がいる場合には，同
人が住み慣れた住居を追われるおそれがあること
が指摘されている7)。この点を考慮して，制度の
利用を配偶者以外の同居人がいない世帯に限る考
え方もありえようが，配偶者以外の同居人がいる
ことによって同制度が利用できなくなることのデ
メリット，およびかかる処遇差がもたらす一人な
いし夫婦からなる高齢被保護者の世帯との不均衡
からみて，制度設計には困難が伴うだろう。いず
れにせよ，配偶者以外の同居人がいる場合の同制
度利用に対する被保護者の消極的姿勢に関して
は，実務上より慎重な対応が求められよう（少な
くとも生活保護の廃止よりは穏当な処分が検討さ
れるべきだろう）。
最後に，日本の不動産価値（特に建物）の低さ
や少子高齢化による不動産の滞留からみて，日本
の市場では，米英ほどリバースモーゲージの仕組
みが成り立ちにくいようにみえる。よって，公的
な仕組みとしての持続可能性をもたせるには，市
場に普及する自然発生的なリバースモーゲージの
仕組みとは異なる相応の修正を要するといえよ
う8)。
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